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【１】令和７年度発注者支援業務等の方針

１． 全業務を「一般競争入札（総合評価落札方式）」

○令和７年度発注業務等についても、全て一般競争入札（総合評価落札
方式）で実施

２． 「市場化テスト」の終了

○平成２３年度から実施していた「競争の導入による公共サービスの改革に関す
る法律（公共サービス改革法）に基づく民間競争入札（民間競争入札）」を令
和３年度をもって終了している。

〇令和３年度に民間競争入札を終了した業務

・発注者支援業務

積算技術、工事監督支援、技術審査

・公物管理補助業務

道路許認可審査･適正化指導、河川巡視支援、

河川許認可審査支援、ダム管理、堰･排水機場管理

・用地補償総合技術業務

用地補償総合技術

＜発注者支援業務等＞
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【２】令和７年度発注者支援業務等の業務概要

発注者支援業務等 一覧

分類 区分 業務名称 主な業務内容

積算技術業務 工事積算に必要な工事発注用図面、数量総括表、積算資料、積算データの作成等の業務支援

工事監督支援業務
工事の節目ごとに、工事目的物の寸法、位置、使用する材料の材質等についての、適否の確認及び、監督員へ
の報告や、工事施工業者から提出される資料と現場状況の照合及び、設計変更協議用資料の作成等の支援

技術審査業務 入札契約手続きにおける企業の技術力評価のための審査資料の作成等の業務の支援

河川巡視支援業務
河川が常時良好に保たれるよう、管理する区域（河川区域、河川予定地、河川保全区域）を巡視することにより、そ
の時の状況を把握し、河川の異常・変状及び不法占用等の状況を報告・記録するとともに、必要な措置を講ずる

河川許認可審査支援業
務

河川関係法令等に基づく申請書類の審査、許可工作物の監督検査、苦情・問い合わせ対応、台帳整備、危機管
理対策等の支援

ダム管理支援業務
ダム、貯水池や関連設備等を管理する上で必要な監視、点検、ゲート操作、気象水象等の観測記録及びダム管理
資料整理等の業務の支援

堰・排水機場管理支援 管理する堰や排水機場及び樋門等の操作支援並びに操作に必要な情報収集や目視による点検

道路許認可審査・適正
化指導業務

各種申請書類の審査・指導、道路の不正使用、不法占用の指導取締り、境界確認申請審査・現地立合い、特殊車
両通行の指導取締り等の支援

用地補償総合
技術業務

用地補償総合技術業務
損失の補償等を要する権利者に対し、公共用地交渉方針の策定を行ったうえで公共用地交渉等を実施し、損失補
償の承諾を得る　等

技術資料作成等業務 工事及び業務に関する資料作成等の支援

総合技術補助業務 電気通信、機械及び営繕の工事及び業務に関する資料作成等の支援

発注者
支援業務

発
注
者
支
援
業
務
等

公物管理
補助業務

行政事務
補助業務

そ
の
他
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【３】令和７年度発注者支援業務等の契約方式等

１． 応募要件等

（１）企業及び配置予定管理技術者に求める実績要件

（２）配置予定管理技術者及び配置予定担当技術者等に求める資格要件

（３）中立性要件

（４）管理技術者の直接雇用関係

令和6年度から変更なし



5

【３】令和７年度発注者支援業務等の契約方式等

２． 契約条件について
（１）設計共同体

令和6年度から変更なし

対象業務 分担できる業務の区分

発注者支援業務

積算技術

工事監督支援

業務内容による区分 ・河川／道路／電気／機械／公園 等

工種による区分 ・維持修繕／改築 等

区域による区分
・出張所単位（監督官単位）
・河川単位
・道路路線単位 等

公物管理補助業務(全般)

業務内容による区分 ・河川／道路／電気／機械 等

区域による区分
・出張所単位
・河川単位
・道路路線単位 等

ダム管理支援 業務内容による区分 ・下流放流区間巡回／ダム操作業務 等

堰・排水機場等管理支援 区域による区分 ・施設単位 等

河川許認可審査支援 業務内容による区分 ・占用申請等の審査受付／現地での占用状況等確認 等

道路許認可審査・適正化指導 業務内容による区分 ・占用申請等の審査受付／現地立会／特車申請の審査及び
指導取締り 等

用地補償総合技術業務

業務内容による区分 ・道路／河川 等

区域による区分
・河川単位
・道路路線単位 等

技術力の結集による品質確保向上及び企業の積極的な参加による競争性の向上を図るため、平成23年度
より設計共同体による業務参加を拡大導入している。

発注者支援業務等において設計共同体として認める業務区分

※技術審査業務、河川巡視業務、行政事務補助業務も区分可能な業務は設計共同体対象。
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【３】令和７年度発注者支援業務等の契約方式等

（２）国庫債務負担行為を活用した複数年度契約の実施

平成２３年度より導入している「複数年度契約」について、以下の区分の業務を

令和７年度についても継続し、実施する。

発注者支援業務

⇒ 実施可能な業務にて複数年度契約を導入

公物管理補助業務

⇒ 原則、２ヵ年又は３ヵ年の複数年度契約を実施
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【３】令和７年度発注者支援業務等の契約方式等

３． 発注スケジュール（案）

＜四国地方整備局のスケジュール（案）＞

■発注見通しの公表 ： １２月上旬～中旬を予定

（PPI、HP公表予定）

■業務内容・応募要件等に関する一般事業者向け説明会の開催 ： １２月２日（月）

■入札手続き開始の公告 ： １２月中旬～下旬を予定

■入札・開札 ： ２月初旬～中旬を予定

■４月１日以降履行開始

（※注意）電子入札システムでは、一般競争入札方式を使用します。（※注意）電子入札システムでは、一般競争入札方式を使用します。
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【３】令和７年度発注者支援業務等の契約方式等

４． 情報提供の拡充

（１） 一般事業者向け説明会の開催

契約方式や募集要項の見直し内容等の情報提供を行うため、入札公告等に先立ち

一般事業者向けの説明会を開催。

（２） 入札公告に掲載する情報の拡充

○入札情報サービス（PPI）により簡易な方法で入手できる入札公告において、

具体的な応募要件を記載する。

○四国地方整備局のホームページに発注者支援業務等関連情報のポータルサイトを

設置し、情報提供の充実を図る。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

１． 参加資格要件
（ア）単体の場合

①予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第70条及び

第71条の規定に該当しないものであること。

②四国地方整備局(港湾空港関係を除く)における令和7・8年度の一般競争（指名

競争）参加資格の定期受付において、希望業種を「土木関係建設コンサルタント業務

として受付期限の日までに申請している者であること又は受付期限の日までに申請

する者。

※また、令和7年4月1日時点で上記の認定を受けていなければならない。

③四国地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し指名停止の措置を受けてい

る期間中でないこと。

④警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準

ずる者として、発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者で

ないこと。

⑤法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

⑥労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

令和6年度から変更なし

（イ）設計共同体の場合

① （ア）に掲げる条件を満たしている者により構成されていること。

② 業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に

関する公示」に示すところにより、四国地方整備局長から業務に係る設計共同体としての競争

参加者の資格の認定を当該業務の開札の日までに受けているものであること。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

２）競争参加資格確認申請書の提出者に対する要件
（ア）中立・公平性に関する要件

○発注者支援業務

令和6年度から変更なし

業務区分 要 件

積算技術 ・工事に関する参加資格要件

業務の履行期間中に工期がある当該事務所の発注工事に参加して

いる者及びその発注工事に参加している者と資本面・人事面で関係

がある者は、業務の入札に参加出来ない。

・工事に関する事後制限（※参加資格には該当しない）

本業務を受注した者及び本業務を受注した者と資本面・人事面で

関係のある者は、業務履行期間中に工期のある当該事務所の発注

工事に参加してはならない。また、本業務の担当技術者の出向・派遣

元及び出向・派遣元と資本面・人事面で関係のある者は、業務履行

期間中に工期のある当該事務所発注工事に参加してはならない。

工事監督

支援

技術審査
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○公物管理補助業務

業務区分 要 件

河川巡視支援 ・参加資格要件
業務対象河川内の占用者等及びその占用者等と資本面・人事面等で関係があ
る者は、本業務の入札に参加できない。（ただし、業務内容に許認可等の審査、
指導の支援を付随されている業務に限る。）

河川許認可審
査支援

ダム管理支援 ・参加資格要件等
①本業務の履行期間中に工期がある当該事務所発注工事に参加している者及び

その発注工事に参加している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の
入札に参加できない。（ただし、業務内容に、工事監督の支援、積算の支援、
技術審査の支援に関する業務が付随されている場合に限る。）

②業務対象河川内の占用者等及びその占用者等と資本面・人事面等で関係がある
者は、本業務の入札に参加できない。（ただし、業務内容に許認可等の審査、指導
の支援を付随されている業務に限る。）

・工事に関する事後制限（※参加資格には該当しない）
本業務を受注した者及び本業務を受注した者と資本面・人事面で関係がある者は
業務履行期間中に工期のある当該事務所発注工事に参加してはならない。また、
本業務の担当技術者の出向・派遣元及び出向・派遣元と資本面・人事面で関係の
ある者は、業務履行期間中に工期のある当該事務所発注工事に参加してはならな
い。
（ただし、業務内容に、工事監督の支援、積算の支援、技術審査の支援に関する

業務が付随されている場合に限る。）

令和6年度から変更なし
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○公物管理補助業務

業務区分 要 件

堰・排水機場管理支援 要件を付さない

道路許認可審査･適正
化指導

・参加資格要件

本業務に関連する特定の企業や団体と資本・人事面におけ

る関連の有無に関わらず、業務提携及び技術提携等を行う

など、中立性・公平性に欠ける者でないこと

令和6年度から変更なし

○用地補償総合技術業務

業務区分 要 件

用地補償総合技術 ・参加資格要件

「入札に参加しようとする者は、業務の履行場所に係る被補償者との間
において、資本的・人的関係がないこと。」
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○行政事務補助業務

業務区分 要 件

技術資料
作成等技
術

・参加資格要件

①本業務の履行期間中に工期がある当該事務所発注工事に参加している者及びその発注

工事に参加している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

②本業務の履行期間中に工期がある当該事務所関係課の発注業務に参加している者及び

その発注業務に参加している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加

できない。（ただし発注者支援業務等は除く）

・業務に関する事後制限（※参加資格には該当しない）

①本業務を受注した者は資本面・人事面で関係のある者は、業務履行期間中に工期のある

当該事務所の工事に参加してはならない。また、本業務の担当技術者の出向・派遣元及び

出向・派遣元と資本面・人事面で関係のある者は、業務履行期間中に工期のある当該事務

所の発注工事に参加してはならない。

②本業務を受注した者及び本業務を受注した者と資本面・人事面で関係のある者は、業務履

行期間中に工期のある当該事務所関係課の発注業務（点検業務等の役務を含む）に参加

してはならない。また、本業務の担当技術者の出向・派遣元及び出向・派遣元と資本面・人

事面で関係のある者は、業務履行期間中に工期のある当該事務所関係課の発注業務（点

検業務等の役務を含む）に参加してはならない。（ただし発注者支援業務等は除く）

総合技術
補助業務



15

【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（イ）業務実施体制に関する要件

• 競争参加資格申請書を提出する者は、四国地方整備局管内に業務拠点(予定
管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

• なお、業務内容により「○○県内」と記載する場合がありますので、詳細は各業
務の入札説明書によること。

例）・発注者支援業務 → ○○地方整備局管内

・公物管理補助業務 → ○○県内

• 業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

• 業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

※設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ウ）業務実績に関する要件

• 競争参加資格申請書を提出する者（企業）は、平成22年度以降に完了した以
下に示す業務（令和6年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実
績を有すること。ただし、地方整備局等委託業務等成績評定要領に基づく業
務成績が60点（当該業務公告時において未完了の業務成績は含まない）未満
の場合は実績として認めない。

①［実績の対象となる発注機関］

・ 国の機関

・ 特殊法人等

・ 地方公共団体

・ 地方公社

・ 公益法人

・ 大規模な土木工事を行う公益民間企業

※用地補償総合技術は以下のとおり

・ 国の機関

・ 特殊法人等

・ 地方公共団体

・ 地方公社

・ 土地収用法第３条各号の一に規定

する事業を行う者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

②［企業における実績の対象となる業務分野］

業務内容

業務実績

発注者支援業務等

発注者
支援

公物
管理補助

用地補償
総合

行政事務
補助業務

発注者支援 ● ● ●

公物管理補助（発注者支援業務等） ● ● ●

行政事務補助 ●注１ ●注１ ●

ＣＭ業務 ● ● ●

PFI事業技術アドバイザリー業務 ● ● ●

土木設計業務 ● ● ●

調査検討・計画策定業務 ● ● ●

管理施設調査・運用・点検業務 ● ● ●

測量業務・地質調査業務 ● ● ●

「補償コンサルタント登録規程の施行及び運用
について」別紙に定めるいずれかの業務（８部
門）

●

注１）四国地方整備局では従前から調査検討・計画策定業務に含む
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

３）配置予定管理技術者に対する要件
（ア）予定管理技術者の資格等＜発注者支援業務＞

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）

・積算技術

・工事監督
支援

・技術審査

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）

・1級土木施工管理技士

・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者
又は土木学会１級土木技術者

・（一社）全日本建設技術協会が認定する公共工事品質確保技術者

（Ⅰ）、（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格を有する者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者
（技術士部門と同様の部門に限る）

※ ＲＣＣＭ：ＲＣＣＭと同等の能力を有する者とは、ＲＣＣＭ試験
に合格しているが転職等により登録ができない立場にいる者を含む。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）

・積算技術

・工事監督
支援

※業務内容のうち、造園工事が相当程度含まれる場合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加

・1級造園施工管理技士

※業務内容が電気通信設備工事のみ場合

・技術士（総合技術監理部門-電気電子又は電気電子部門）

・1級電気工事施工管理技士

・1級電気通信工事施工管理技士

・（一社）全日本建設技術協会が認定する公共工事品質確保技術者

（Ⅰ）、（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格 を有する者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者
（技術士部門と同様の部門に限る）
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ア）予定管理技術者の資格等＜公物管理（河川関係）＞

業務種別 記 載 内 容

(公物管理）

・河川巡視

支援

・河川許認
可審査

・ダム管理
支援

・堰･排水
機場管理

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）

・１級土木施工管理技士

・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者又は土木学会１級土木技術者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者
（技術士部門と同様の部門に限る）

・河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

・河川又は道路関係の技術的行政経験を20年以上有する者

・その他発注担当部署が認めた公物管理の資格を有する者

＜ダム管理支援、堰・排水機場管理支援にのみ以下の資格を追加＞

・河川法施行規則第27 条の2 第1 項第1 号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格あるいは第
2 号の研修を修了した者

＜ダム管理支援にのみ以下の資格を追加＞

・河川法第50条第1項の管理主任技術者の経験を5年以上有する者

＜業務内容に堰・排水機場管理支援が相当程度含まれる場合は以下の資格を追加＞

・１級ポンプ施設管理技術士を有し、同種・類似業務の経験を５年以上有する者

＜河川巡視支援にのみ以下の資格を追加＞

・国土交通省登録技術者資格（施設分野：堤防・河道-業務：点検・診断）

＜河川許認可審査、堰・排水機場管理にのみ以下の資格を追加＞

・河川維持管理技術者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ア）予定管理技術者の資格等＜公物管理（道路関係）＞

業務種別 記 載 内 容

(公物管理）

・道路許認

可審査･

適正化指

導

・技術士(総合技術監理部門（建設）又は建設部門)

・１級土木施工管理技士

・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者又
は土木学会１級土木技術者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者
（技術士部門と同様の部門に限る）

・道路法第７１条第４項の道路監理員の経験を１年以上有する者

・道路又は河川関係の技術的行政経験を２０年以上有する者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ア）予定主任担当者の資格等＜用地補償総合技術＞

業務種別 記 載 内 容

（用地補償）

・用地補償総
合技術

・公共用地交渉業務及びこれに関連する業務を総合的に行う業務に関し７年以上の実

務の経験を有する者であって､補償業務に関し５年以上の指導監督的実務の経験を有

するもの。

・補償業務全般に関する指導監督的実務の経験７年以上を含む２０年以上の実務の経

験を有する者。

・登録規程第2条第1項の別表に掲げる総合補償部門に係る補償業務管理者。

・一般社団法人日本補償コンサルタント協会が定める「補償業務管理士研修及び検定

試験実施規程(平成3年3月28日理事会決定)(以下「実施規程」という。)第3条に掲げる

総合補償部門において実施規程第14 条に基づく補償業務管理士登録台帳に登録さ

れた補償業務管理士。

・実施規程第3 条に掲げる土地調査部門、土地評価部門、物件部門及び補償関連部門

の４部門すべてにおいて実施規程第14 条に基づく補償業務管理士登録台帳に登録さ

れた補償業務管理士。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ア）予定管理技術者の資格等＜行政事務補助業務＞

業務種別 記 載 内 容

（行政事務補助）

・技術資料作
成等業務

・総合技術補
助業務

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）

・1級土木施工管理技士

・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者、
土木学会１級土木技術者

・（一社）全日本建設技術協会が認定する公共工事品質確保技術者
（Ⅰ）、（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格を有する者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者
（技術士部門と同様の部門に限る）
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

業務種別 記 載 内 容

（行政事務補助）
・ 総 合 技 術 補 助
業務

※業務内容が電気、機械、営繕を含む場合
・技術士（総合技術監理部門－建設科目、電気電子科目又は機械科目）
・技術士（建設部門、電気電子部門又は機械部門）
・一級建築士
・１級土木施工管理技士
・１級電気工事施工管理技士
・１級電気通信工事施工管理技士
・１級建設機械施工管理技士
・１級建築施工管理技士

・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者又は土木学会１級土木技術
者
・（一社）全日本建設技術協会による公共工事品質確保技術者（Ⅰ）、公共工事品質確保
技術者（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格を有する者

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る。）
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（イ）予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務等の実績

• 予定管理技術者は、平成22年度以降に完了した同種又は類似業務

（令和6年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有すること。

• 業務実績には、平成22年度以降に元請けとして同種又は類似業務に従事した経
験の他、出向又は派遣、再委託により行った業務実績も同種又は類似業務として
認める。また発注者として従事した同種又は類似業務の経験も実績として認める。

【例：工事監督支援業務の場合】
［1］同種：・国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除

く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した
土木工事に関する発注者支援業務(類する業務を含む)、公物管理補助業務(類す
る業務を含む)

［2］類似：・国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は
大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注したCM業務、ＰＦＩ事業技術アド
バイザリー業務、土木設計業務における概略・予備・詳細設計、土木工事の監
理技術者又は主任技術者の業務
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（イ）予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務等の実績

①［予定管理技術者］対象業務における同種・類似業務の分類

○発注者支援業務

業務内容

業務実績

発注者支援業務等

工事監督
支援

技術審査 積算技術

発注者支援 ● ● ●

公物管理補助（発注者支援業務等） ● ● ●

ＣＭ業務 ○ ○ ○

PFI事業技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務 ○ ○ ○

土木設計業務（概略・予備・詳細設計業務） ○ ○ ○

土木工事（監理技術者、主任技術者） ○ ○ ○

●：同種 ○類似

※ 詳細については、各業務の入札説明書による。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○公物管理業務（河川関係）

業務内容
業務実績

発注者支援業務等

河川
巡視支援

河川許認
可審査

ダム管理
支援

堰･排水機
場管理支

援

発注者支援 ● ●○ ●○ ●

公物管理補助 ●
河川分野のみ

●○
河川分野のみ

●○
河川・ダム分野

●
河川分野のみ

調査検討・計画策定業務 ○
河川分野のみ

○
河川分野のみ

○
河川・ダム分野

○
河川分野のみ

管理施設調査･運用･点検業務 ○
河川分野のみ

●○
河川分野のみ

○
河川・ダム分野

○
河川分野のみ

土木設計業務 ○
河川分野のみ

○
河川分野のみ

○
河川・ダム分野

○
河川分野のみ

土木工事（監理技術者、主任技術者） ○ ○ ○ ○

●：同種 ○類似

※ 詳細については、各業務の入札説明書による。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○公物管理業務（道路関係）

業務内容
業務実績

発注者支援業務等

道路許認
可審査･適正化指導

発注者支援 ●

公物管理補助(道路)(発注者支援業務等) ●

ＣＭ業務 ●

PFI事業技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務 ●

管理施設調査･運用･点検業(道路) ●

土木設計業務（道路の概略･予備･詳細設計業務） ○

土木工事（監理技術者・主任技術者） ○

※ 詳細については、各業務の入札説明書による。

●：同種 ○類似
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○用地補償総合技術

業務内容
業務実績

（発注者支援業務等）

用地補償総合技術

補償説明業務（補償関連部門） ●

公共用地交渉業務（総合補償部門）

（用地補償技術補助業務、用地補償技術業務及び用地補償総合
技術業務含む）

●

用地調査等業務
（土地調査部門、土地評価部門、物件部門、機械工作物

部門、営業補償･特殊補償部門、事業損失部門）

（用地関係資料作成整理等業務、用地関係文書作成等業務及び
用地調査点検等技術業務を含む）

○

●：同種 ○類似
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

○行政事務補助業務

業務内容

業務実績

行政事務補助業務

技術資料作成等
業務

総合技術補助業
務

発注者支援 ● ●

公物管理補助（発注者支援業務等） ● ●

行政事務補助業務 ● ●

CM業務 ○ ○

PFI事業技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務 ○ ○

土木設計業務（概略・予備・詳細設計業務
（河川又は道路））

○ ○

工事（監理技術者、主任技術者） ○ ○

●：同種 ○類似
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（ウ）直接的な雇用関係

配置予定管理技術者は、本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に本業務
の代表者と直接的雇用関係がなければならない。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（エ）手持ち業務量①

• 予定管理技術者は、令和7年4月1日（令和7年4月2日以降に入札公告を行った業務に
ついては、当該公告日）現在の手持ち業務量（本業務を含まず、特定後未契約のもの
及び落札決定通知を受けているが未契約のものを含む。さらに、複数年契約の業務
の場合は、当該年の年割額とする。以下同じ。）が5億円未満かつ10件未満であること。
ただし、手持ち業務とは管理技術者又は担当技術者（測量又は地質調査業務におけ
る主任技術者及び担当技術者、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務における主任担当者及び担当技
術者、又は他の業種においてはこれらに相当する技術者を含む）となっている契約金
額が500万円以上の業務をいう。（複数年契約の業務を実施している場合は、契約金
額を履行期間の総月数で除し、当該年度の履行月数を乗じた金額とする）

• 令和7年4月1日現在での手持ち業務のうち、国土交通省の所管に係る建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
業務等（港湾空港関係及び営繕工事に係るものを除く。）で調査基準価格を下回る金
額で落札した業務がある場合には、手持ち業務量の契約金額を5億円未満から2.5億
円未満に、件数を10件未満から５件未満にするものとする。

※R７発注者支援業務等において複数業務を受注し、手持ち業務
量の制限を超えた場合は「無効」（手持ち業務の制限を超えた業
務のみ）となるので注意すること。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（エ）手持ち業務量②

• 業務の履行期間中は予定管理技術者の手持ち業務量が契約額5億円、件数で
10件（令和7年4月1日（令和7年4月2日以降に入札公告を行った業務については、
当該公告日）現在の手持ち業務に、国土交通省の所管に係る建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業
務等（港湾空港関係を除く。）で調査基準価格を下回る金額で落札した業務があ
る場合には、契約金額で2.5億円、件数で5件）を超えないこととし、超えた場合に
は、遅滞なくその旨を報告しなければならない。その上で、業務の履行を継続す
ることが著しく不適当であると認められる場合には、当該管理技術者を、以下の
1)から3)までの全ての要件を満たす技術者に交代させる等の措置請求を行う場
合があるほか、業務の履行を継続する場合であっても、業務の業務成績評定に
厳格に反映させるものとする。

１）当該管理技術者と同等の同種又は類似業務実績を有する者

２）当該管理技術者と同等の技術者資格を有する者

３）手持ち業務量が当該業務の入札説明書又は特記仕様書において設定

している予定管理技術者の制限を超えない者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

４）担当技術者に対する要件
担当技術者の資格要件については、特記仕様書に記載します。

また、契約締結後に資格の有無を確認します。

＜参考 発注者支援業務の要件＞

業務種別 資 格 要 件

（発注者支援）

工事監督支援

技術審査

積算技術

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）
・技術士補（建設部門）
・１級又は、２級土木施工管理技士、１級土木施工管理技士補
・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級又は１級又は

２級土木技術者
・（一社）全日本建設技術協会が認定する公共工事品質確保

技術者（Ⅰ）、（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格を有する者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者

（技術士部門と同様の部門に限る）
・地方公共工事品質確保促進協議会会長が認定した

支援管理技術者Ⅰ又はⅡ（業務により異なるので特記仕様書を確認）
・予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実務経験が

１年以上
※

の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、1年以上従事していれば実務経験を有す

るものとして判断する。

・河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 発注者支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）
・積算技術

・工事監督
支援

・技術審査業務

※業務内容が、電気通信設備工事が相当程度含まれる場合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加

・１級電気工事施工管理技士、１級電気工事施工管理技士補又は
２級電気工事施工管理技士

・１級電気通信工事施工管理技士、１級電気通信工事施工管理技
士補又は２級電気通信工事施工管理技士、

・第１種電気工事士又は第２種電気工事士

・第１種電気主任技術者、第２種電気主任技術者又は第３種電気
主任技術者

・電気通信主任技術者（伝送交換主任技術者又は線路主任技術
者）
・第１級陸上特殊無線技士の操作範囲の資格を有する者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 発注者支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）
・積算技術

・工事監督
支援

・技術審査業務

※業務内容が、機械設備工事が相当程度含まれる場合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加
・技術士（総合技術監理部門-機械又は機械部門）、技術士補（機

械部門）
・１級建設機械施工管理技士、１級建設機械施工管理技士補又は

２級建設機械施工管理技士

※業務内容が、土木営繕工事が相当程度含まれる場合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加
・一級建築士または二級建築士
・１級建築施工管理技士、１級建築施工管理技士補または２

級建築施工管理技士

※業務内容が、造園工事が相当程度含まれる場合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加
・１級造園施工管理技士、１級造園施工管理技士補または２級造

園施工管理技士
・都市公園関係の技術的行政経験を５年以上有する者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 発注者支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）
・工事監督

支援

※工事監督支援のみ業務内容が、管工事が相当程度含まれる場
合

発注担当部署の判断で以下の資格を追加
・１級管工事施工管理技士、１級管工事施工管理技士補または

２級管工事施工管理技士
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 発注者支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

（発注者支援）
・積算技術

・工事監督
支援

・技術審査業務

※業務内容が電気通信設備工事のみ場合
・技術士（総合技術監理部門－電気電子又は電気電子部門）、技術士補
（電気電子部門）
・１級電気工事施工管理技士、１級電気工事施工管理技士補又は２級

電気工事施工管理技士
・１級電気通信工事施工管理技士、１級電気通信工事施工管理技士補

又は２級電気通信工事施工管理技士
・第一種電気工事士又は第二種電気工事士
・第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者又は第三種電気主任技
術者
・電気通信主任技術者（伝送交換主任技術者又は線路主任技術者）
・第１級陸上特殊無線技士の操作範囲の資格を有する者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者(技術士部門と同様の部門に
限る）
・「予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実績」と同様の実
務経験が１年以上の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、１年以上従事していれば、実務経験
を有するものとして判断する。

・河川又は道路における電気通信設備関係の技術的行政経験（※）を５年
以上有する者
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 公物管理支援業務の要件＞

業務種別 資 格 要 件

(公物管理）

・河川巡視

支援

・河川許認
可審査

・ダム管理
支援

・堰･排水
機場管理

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）
・技術士補（建設部門）
・１級又は、２級土木施工管理技士、１級土木施工管理技士補
・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級又は１級又は２級土木技術者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）
・河川法第77条第1項の河川監理員の経験を1年以上有する者
・予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実務経験が

１年以上
※

の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、1年以上従事していれば実務経験
を有するものとして判断する。

・河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者
＜ダム管理支援、堰・排水機場管理支援にのみ以下の資格を追加＞

・河川法施行規則第27条の2第1項第1号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格ある
いは第2号の研修を修了した者

＜ダム管理支援にのみ以下の資格を追加＞

・河川法第50条第1項の管理主任技術者の経験を5年以上有する者

＜河川巡視支援にのみ以下の資格を追加＞

・国土交通省登録技術者資格（施設分野：堤防・河道-業務：点検・診断）

＜河川許認可審査、堰・排水機場管理にのみ以下の資格を追加＞

・河川維持管理技術者、河川点検士
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 公物管理支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

(公物管理）

・ダム管理
支援

※業務内容に、電気通信設備に関する業務が相当程度含まれる
場合 発注担当部署の判断で以下の資格を追加

・技術士（総合技術監理部門-電気電子又は電気電子部門）、技術士補（電気電子部
門）

・１級電気工事施工管理技士、１級電気工事施工管理技士補又は２級電気工事
施工管理技士

・１級電気通信工事施工管理技士、１級電気通信工事施工管理技士補又は２級
電気通信工事施工管理技士

・第一種電気工事士又は第二種電気工事士
・第一種電気主任技術者、第二種電気主任技術者又は第三種電気主任技術者
・電気通信主任技術者（伝送交換主任技術者又は線路主任技術者）
・第１級陸上特殊無線技士の操作範囲の資格を有する者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（※１）(技術士部門と同様の部門に限
る）
・河川又は道路関係の電気通信設備関係の技術的行政経験を５年以上とする者
・「予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務」の実務経験（電気通信分野）
が１年以上の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、１年以上従事していれ
ば、実務経験を有するものとして判断する。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 公物管理支援業務の要件＞

業務種別 記 載 内 容

(公物管理）

・ダム管理
支援

※業務内容に、機械設備に関する業務が相当程度含まれる場合
発注担当部署の判断で以下の資格を追加

・技術士（総合技術監理部門-機械又は機械部門）、技術士補（機
械部門）
・１級建設機械施工管理技士、１級建設機械施工管理技士補又は

２級建設機械施工管理技士
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（※１）
（技術士部門と同様の部門に限る）
・河川又は道路関係の機械設備分野の技術的行政経験を５年以
上とする者
・「予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務」の実務経験
（機械設備分野）が１年以上
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、１年以上従事していれ
ば、実務経験を有するものとして判断する。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 公物管理支援業務の要件＞

業務種別 資 格 要 件

(公物管理）

・ 道 路 許 認

可 審 査 ・ 適

正化指導業

務

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）
・技術士補（建設部門）
・１級又は、２級土木施工管理技士、１級土木施工管理技士補
・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級又は１級又は２

級土木技術者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者

（技術士部門と同様の部門に限る）
・道路法第71条第4項の道路監理員の経験を1年以上有する者
・予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実務経験が

１年以上
※

の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、1年以上従事していれば実務経験を

有するものとして判断する。

・道路若しくは、河川関係の技術的行政経験又は道路交通行政経
験を５年以上有する者



43

【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 用地補償総合技術：予定担当技術者の要件＞

業務種別 資 格 要 件

（用地補償）

・用地補償

総合技術

予定担当技術者本人が被補償者でない及び被補償者の役員を兼ねていない者
で、次のいずれかの資格を有していること

イ 公共用地交渉業務及びこれに関連する業務を総合的に行う業務に関し５年以
上の実務の経験を有する者であって、補償業務に関し３年以上の指導監督的
実務の経験を有する者

ロ 補償業務全般に関する指導監督的実務の経験５年以上を含む１０年以上の実
務の経験を有する者

ハ 登録規程第2条第1項の別表に掲げる総合補償部門に係る補償業務管理者

ニ 一般社団法人日本補償コンサルタント協会が定める「補償業務管理士研修及
び検定試験実施規程（平成3年3月28日理事会決定）（以下「実施規程」という。）
第3条に掲げる総合補償部門において実施規程第14条に基づく補償業務管理
士登録台帳に登録された補償業務管理士

ホ 実施規程第3条に掲げる土地調査部門、土地評価部門、物件部門及び補償関
連部門の４部門すべてにおいて実施規程第14条に基づく補償業務管理士登録
台帳に登録された補償業務管理士
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 用地補償総合技術：予定業務従事者の要件＞

業務種別 資 格 要 件

（用地補償）

・用地補償

総合技術

・予定業務従事者については、下記１）及び２）に示す条件をすべ
て満たす者であること。ただし、複数名配置する場合、うち１名
については要件を満たす必要はない。

１）公共用地取得に関する補償業務について、３年以上の実務経
験を有する者（行政機関の職員としての経験、民間コンサルタ
ントの職員としての経験の別を問わない）

２）予定業務従事者自身が被補償者でないこと及び被補償者の
役員を兼ねていないこと
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

＜参考 行政事務補助業務の要件＞

業務種別 資 格 要 件

（行政事務補助）

技術資料作成等
業務

・技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）
・技術士補（建設部門）
・１級又は、２級土木施工管理技士、１級土木施工管理技士補
・土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級又は１級又は

２級土木技術者
・（一社）全日本建設技術協会が認定する公共工事品質確保

技術者（Ⅰ）、（Ⅱ）又は発注者が認めた同等の資格を有する者
・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者

（技術士部門と同様の部門に限る）
・予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実務経験が

１年以上
※

の者
※複数年契約の場合であって、業務が完了していない場合も、1年以上従事していれば実務経験を有す

るものとして判断する。

・河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者

※業務によって異なるため、入札説明書を確認すること。

※電気通信設備工事、機械整備工事、土木営繕工事、管工事が相当程度含まれる場合は資格を追加する。
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【参考】担当技術者の資格要件の緩和について

【参考】積算技術業務の例
1つの履行場所（業務対象事務所等）において、担当技術者を複数名配置する場合、1名のみ資

格要件を満たさなくとも配置可能とする。（Ｒ６より変更無し）

認められるケース ××管内積算技術業務

○○河川国道事務所

A課

資格有り 資格有り 資格無し

認められないケース

1箇所の履行場所に資格を満たす技術者
が1名存在する。

資格有り

資格を有さない技術者が1名である。

××管内積算技術業務

○○河川国道事務所

A課

資格無し

1履行場所に資格を満たす技術者が1
名も存在しない。

資格有り 資格無し

資格を有さない技術者が2名を超える。

資格無し
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【参考】担当技術者の資格要件の緩和について

【参考】河川許認可審査支援業務の例
１つの履行場所（業務対象事務所等）において、担当技術者を複数名配置する場合、
1名が資格要件を満たしていれば良いものとする。ただし、資格要件を満たす担当技
術者の配置割合は、１／３（人）を下回ってはならない。

認められるケース ××地方整備局管内河川許認可審査支援業務

（××国道事務所管内河川許認可審査支援業務）

A河川事務所（出張所） B河川事務所（出張所）

資格有り 資格無し 資格有り 資格無し資格無し 資格無し

・資格を有する技術者が1名配置されている。
・資格を有する者の配置割合は１／３以上である。

47

認められないケース
××地方整備局管内河川許認可審査支援業務

（××国道事務所管内河川許認可審査支援業務）

A河川事務所（出張所） B河川事務所（出張所）

資格有り 資格無し 資格無し 資格無し資格無し 資格無し資格無し

・各々の箇所に資格を有する技術者が1名配置されていなければならない。
・資格を有する者の配置割合が１／３を下回っている。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

５）総合評価項目

（ア）地域精通度について、下記の順位で評価する。

①当該事務所管内における同種又は類似業務実績がある。

②当該事務所が所在する県に隣接する県（当該県を含む整備局等管内）
における同種又は類似業務実績がある。

③当該整備局等管内における同種又は類似業務実績がある。

④当該事務所が所在する県に隣接する県（整備局管外）における同種又
は類似業務実績がある。

⑤①、②、③、④以外

※上記、②及び④の内容はR2から追加した内容である



49

【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（イ）配置予定担当技術者の経験について評価する。

同種又は類似業務の実績のある担当技術者を配置予定の場合は、総
合評価において優位に評価

※
する。ただし、契約時点で予定していた

同種又類似業務の実績のある担当技術者を配置できない場合は、業
務成績において減点とします。

※申請された予定担当技術者の上位１名の評価値とする。

（ウ）履行確実性評価の導入

調査基準価格、品質確保基準価格が設定される業務においては、総合
評価項目において履行確実性の評価を追加する。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

（エ）賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う。

賃上げの実施を表明した企業等については技術評価において５点を加点する。

賃上げ基準に達していない場合等については６点を減点する。
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【４】令和７年度発注者支援業務等の要件等

６）業務に必要となる物品・消耗品等

①業務に必要な物品・消耗品は、受注者の責任において準備する。

ただし、行政事務補助（技術資料作成等業務）において、担

当技術者の所在の制限を付している業務については、協議に

より必要と認められた場合において執務室賃料等の費用計上

を行う。

②詳細については、各業務の入札説明書、特記仕様書による。
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【５】令和７年度発注者支援業務の主な変更点

１）直接的な雇用関係を証明する添付の廃止
直接的な雇用関係を証明するための資料の添付を求めていましたが、添付を廃止し、

様式中に誓約するよう変更します。

２）品質確保基準の追加

予定価格が100万円を超え1,000万円以下である場合には、品質確保の観点から

品質確保基準を設定します。

３）入札説明書の分冊化

積算技術、工事監督支援、技術審査、ダム管理、技術資料作成、総合技術補助業務

において、入札説明書を分冊化し、共通編、個別編の４部構成に変更しています。
入札説明書（共通事項）
入札説明書（個別事項）
入札説明書（個別事項【別表】）
入札説明書（個別事項【評価表】）

なおその他の業務については、引き続き従来通りの入札説明書の形態とします。
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【５】令和７年度発注者支援業務の主な変更点

４）電算機使用経費について

５）情報共有システムに要する費用（登録料及び利用料）について

R6年度業務までは変更対応としていましたが、基準書が改定され、間接原価に含ま

れたため、間接原価に含まれる旨の仕様書に変更します。

電算機使用経費の計上について、在庁方式の場合で受注者がパソコン等を用意す

る必要がある場合（貸与品により業務履行する場合は対象外）に特記に、計上する旨

記載するように変更します。

なお技術資料作成等業務に関しては、担当技術者の業務用執務室を事務所等の庁

舎付近に指定している業務に対して計上できることとしています。
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【６】令和７年度行政事務補助業務（技術資料作成等業務）について

１）庁舎の貸借契約に基づく無償使用の試行的停止

２）実施方針

○技術資料作成等業務において、発注者との貸借契約に基づく庁舎の一部及び物

品の無償使用を試行的に停止。

〇ただし、電通、機械、営繕の専門職種等は除く。

〇受注者において業務用事務室を確保し、業務を遂行する。

〇異常気象時の資料作成については、その場合のみ庁舎会議室等で執務を行うことを

可能とする。

↓
〇業務用事務室の確保場所を発注者が事務所等庁舎近傍に指定した場合には、協議

のうえ、必要と認められる経費を計上できることとする。

令和6年度から変更なし
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【７】その他

１． 発注見通しの公表について



【７】その他

※本日の資料はこちらに掲載します。
主な質問と回答についても公告までに
掲載予定です。

２． 本日の資料について


